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・「農業生産法人にかんする特例」 
Ｑ＆Ａ農業法人化① 

＊ 転作助成金の特別勘定経理と圧縮

記帳 参考資料： 
文献名「Ｑ＆Ａ農業法人化マニュア

ル２００５」全国農業会議所発行  
詳しくは上記文献をご参照下さい。 
 

＊ 特定農業法人に対する農用地利用

集積準備金 
・「農事組合法人にかんする特例」 
＊ 農業に対する事業税の非課税 
＊ 保留金課税の不適用 第１章 法人化のメリット 
＊ その他 ○１．法人化促進の目的 

 Ｑ：農業経営の法人化が推進されています

が、そのねらいは何ですか？ ○４．所得規模と法人化 
Ａ：＊ 経営改善の有効な手段 Ｑ：一定の所得規模になると、法人化した

方が税制面で有利だと、聞きますが本

当ですか？ 
＊ 他産業並みの就業条件整備 
＊ 農業が魅力ある職業となる 
 Ａ：「給与収入が多いほど給与所得控除が増

加」→「所得が多いほど法人化は有利」 ○２．経営上のメリット 
 ：所得規模がおおきいほど役員報酬を多

くできます。 
Ｑ：法人化した場合、経営上どのようなメ

リットがありますか？ 
「法人住民税均等割などの負担が発生」

→「法人化には最低限の所得規模が必要」 
Ａ：家計と経営が分離され、経営者の意識

改革が期待されます。 
 ：法人住民税均等割などの負担を考慮す

れば、最低限の所得規模（役員報酬年

収３６０万円以上）は必要になります。 

＊ 金融機関や取引先の信用力が向上

します。 
＊ 有能な人材・後継者確保が容易にな

ります。  
○５．法人化と税・社会保険料の負担額 ＊ 従業員の福利厚生の充実が図られ

ます。 Ｑ：法人化により税金や社会保険料などの

負担額はどう変わりますか？  
○３．税制上のメリット Ａ：税負担は下がり、社会保険料は増加し

ますが、保険料負担により年金の受取

額も増加します。 
Ｑ：法人化した場合、税制上どのようなメ

リットがありますか？ 
 Ａ：＊ 役員報酬は給与所得になるため課

税が軽減されます。  
 ＊ 農業生産法人などの課税の特例が

受けられます  
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○６．法人化に対する支援策 
Ｑ：法人化に対する支援策にはどのような

ものがありますか？ 
Ａ：＊ 法人設立段階の支援（設立相談・

指導） 
＊ 法人設立後の支援（マーケティング

力・技術力向上のための実践活動へ

の助成や食品業界等との交流の場

の設定等） 
 
○ ７．資金借入の差異 
Ｑ：農業法人と個人では、資金の借入に違

いがあるのですか？ 
Ａ：法人化した場合、 

＊ 制度資金の融資限度額が拡大します。 
＊ 一定の要件を満たせば、無担保・務

保証で最大５，０００万円貸付が受

けられます。 
 
○ ８．法人化による新たな義務・負担 
○ Ｑ：法人化した場合、何か新たな義務や

負担が生ずることはないですか？ 
Ａ：法人化は有利な面がある反面、事務処

理や金銭面での負担が伴います。 
「税制」：規模が小さいと税負担が増加します。 

：農地の取得をした場合には多額の税

負担が発生することがあります。 
「社会保険制度」：社会保険の加入に当たっ

ては経費の負担が必要となります。 
 
○ ９．法人化と社会保険 
Ｑ：法人化した場合、社会保険の取扱いは

どうなるのですか？ 
Ａ：一人でも従業員がいる法人は、社会保

険（労災・雇用・健康・厚生年金）に

強制加入となります。 

第２章 農業法人の成立 
○ １０．法人形態の選択 
Ｑ：法人化しようとする場合、法人の形態 

にはいろいろありますが、どのように

選んだらいいのですか？ 
Ａ：＊家族経営を法人する場合は、有限会

社が一般的です。 
＊仲間で作る組織法人、集落営農法人は、

設立する法人の状況に応じ、社会型法

人か農事組合法人を選択します。 
 

●○ １１．会社法の概要 
Ｑ：会社法が成立しましたが、その概要を

教えて下さい。また、会社法施工後は

法人形態の選択をどのように考えたら

いいのでしょうか？ 
Ａ：＊有限会社制度が廃止され、合同会社

制度が創設されます。 
現行の有限会社を廃止し株式会社に統

合されました。また合同会社（日本坂

ＬＬＣ）が新たに創設されました。 
「合同会社（日本版ＬＬＣ）」は持分会社

として、組合的規律（定款で決定され

社員自らが会社の業務執行に当たる）

が適用されます。少人数での出資者（構

成員）を予定した制度で、農地法改正

により農業生産法人の一類型と位置付

けられました。 
＊ 最低資本金制度が廃止されます 
最低資本規制が撤廃され、出資額の下

限額の規制が無くなり、株式会社がつ

くり易くなりました。ただし、純資産

額が３００万円未満の場合は余剰金が

あっても、これを株主に配分できませ

ん。 



Ｑ＆Ａ農業法人化② 
参考資料： 
文献名「Ｑ＆Ａ農業法人化マニュア

ル２００５」全国農業会議所発行  
詳しくは上記文献をご参照下さい。 
 

 
○ １２．農事組合法人と会社法人の差

異 
Ｑ：農事組合法人と有限会社、株式会社の

制度上の違いは何ですか？ 
Ａ：＊農事組合法人は、組合員の共同の利

益の増進を目的とする法人です。 
＊ 有限会社と株式会社は、営利行為を

目的とする法人 
 
○１３．農業法人と農業生産法人の差

異 
Ｑ：農業法人と農業清算法人はどう違うの

ですか？ 
Ａ：農業法人とは、「法人形態」によって農

業を営む法人の総称です。 
＊ 農業生産法人は、農地を利用できる

法人です。 
 
○１４．農業生産法人の要件 
Ｑ：農業生産法人を設立する場合、何か制

限があるのですか？ 
Ａ：①法人組織の形態要件 
  「農事組合法人・合名会社・合資会社・

有限会社・株式会社（株式の譲渡制限

があるもの）」のいずれかです。 
②構成員要件 
・ 農地の権利を提供している者・常時従事

者（原則１５０日以上従事）・農地を現

物出資した農地保有合理化法人・地方公

共団体、農協、農協連合会・他に事業関

連のある個人、法人です。 
③事業要件 
農業と関連事業の売上が過半以上である

ことが必要です。 
④業務執行役員（経営責任者）要件 
・ 業務執行役員の過半が農業関連事業に

常時従事・その役員の内過半が年間６０

日以上の農作業従事する事が必要です。 
 
○１５．設立の手順と事前準備 
Ｑ：設立に当たっての手順や事前準備はど

うするのですか？ 
Ａ：事前の準備は具体的かつ入念に！ 

＊設立後の諸官庁への届出も忘れずに 
「設立手順」：法人設立の事前協議→類似

商号の調査・発起人会の開催→事業計

画等策定→定款の作成→定款の認証

（会社法人）→創立総会→出資金の払

込→設立登記の申請→登記簿謄本・印

鑑証明書・代表者の資格証明の交付申

請→税務署諸官庁への届出 
・「事前準備」：仲間・人材を集める→事

業目論見書の作成→定款記載事項の検

討→商号（名称）を考える→事業内容

の決定→資本金の決定と準備→農地利

用についての事前相談→設立手続きの

日程を立てる 
・「設立手続き開始」：類似商号の調査→

社員の発注→印鑑証明の準備→定款の

認証（農事組合法人は不要）→設立登

記の申請→知事へ届出（農事組合法人

のみ） 
・設立後の諸官庁への届出 

 



○１６．法人設立の費用 
Ｑ：設立に当たっての費用はどのくらいか

かるのですか？ 
Ａ：法人設立費用は、２０万円～３５万円

程度必要です。 
 ＊ 法人設立に当たっては、定款の認証

代、印紙代、登録免許税等の費用がか

かりますが詳しくは本書の参照や県農

業会議等に相談して下さい。 
 
第３章 法人設立の留意点 
○ １７．経営者の心構え 
Ｑ：法人設立に当たっての経営者としての

心構えはなんですか？ 
Ａ：事業の効率化を進めることによって、

法人の内部留保に努めることが必要で

す。 
＊農業生産法人の場合は、利益追求だけ

でなく、地域の振興に努力することが

必要です。 
 
○１８．資産の引継ぎ 
Ｑ：個人や任意組織の資産は、法人にどの

ように引き継いだらいいでしょうか？ 
Ａ：「不動産」は貸付けが一般的 

「動産」は譲渡が一般的 
 
○１９．制度資金の引継ぎ 
Ｑ：個人や任意組織で借り入れている制度

資金はどのように引き継いだらいいで

すか？ 
Ａ：債務引継ぎ契約か、新規融資によって

法人が資産を買い取ります。 
 
○２０．法人化と農業者年金 
Ｑ：法人化した場合、農業者年金に加入し

ている場合や農業者年金を受給してい

る場合はどうなるのですか？ 
Ａ：法人化した場合、 

＊「カラ期間」として農業者年金被保

険者期間等に合算されます。 
＊ 旧制度の経営移譲年金の需給者が

農業生産法人の構成員になれば年

金は支給停止になります。 
＊ 農業者年金も継続できます。 
＊ 農業生産法人の構成員になれば、経

営移譲年金が支給停止されます。 
＊ 法人への貸付け（第三者移譲）で加

算付き経営移譲年金が受給可能に

なります。 
 
○２１．法人構成員の農業者年金需給

要件 
Ｑ：農業生産法人構成員の農業者年金の需

給要件はどうなっていますか？ 
Ａ：一定の要件を満たせば、農業者年金の

旧制度の経営移譲年金、新制度の特例

給付年金が需給できますが、要件が制

度によって異なりますので注意が必要

です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｑ＆Ａ農業法人化③ 
参考資料： 
文献名「Ｑ＆Ａ農業法人化マニュア

ル２００５」全国農業会議所発行  
詳しくは上記文献をご参照下さい。 
 

 
○ ２２．納税猶予制度との関係 
Ｑ：贈与税や相続税の納税猶予の特例を受

けている農地を農業法人に貸したり譲

渡したらどうなりますか？ 
Ａ：＊ 贈与税・相続税猶予適用農地等を

２割以上譲渡すると原則、納税猶

予が打ち切られます。 
＊ 贈与税納税猶予制度には法人化特

例が増設され、法人化が可能です。 
＊ 相続時清算課税制度により贈与さ

れた農地等には制約がありません。 
＊ 現物出資の場合は出資しなかった

農地等の納税猶予は継続します。 
＊ 相続時清算課税制度により贈与を

受けた農地は、法人への貸付けや譲

渡について、とくに制限はありませ

ん。 
＊ 納税猶予農地と農業法人設立：相続

税の納税猶予を受けている場合で、

農業法人を設立して、個人の農業経

営者から仕入れた農産物を販売し

たり、個人の農業経営の耕作作業の

一部を受託する場合、納税猶予対象

農地の耕作作業の一部を請負わせ

る場合は、納税猶予は打ち切られま

せん。 
 
 

○２３．出資持分の譲渡 
Ｑ：農業生産法人の出資持分を譲渡する場

合、どのように課税され、手続きはど

うすればいいのですか？ 
Ａ：＊ 出資持分を譲渡→譲渡益に対して

２０％の分離課税がされます。 
＊ 時価を下回る価格で譲渡→相手方

に贈与課税されます。 
＊ 持分の譲渡手続き：経営継承の相手

が持分を所有しておらず、新たに社

員となる場合には、社員以外のもの

に持分を譲渡することになるので

有限会社では社員総会での承認が

必要です。 
 
○ ２４．出資者の責任 
Ｑ：法人経営を行う上で、農業法人に出資

した者の責任はどうなっているのか？ 
Ａ：経営が破綻した場合の出資者の責任 

＊「株式会社の株主」・「有限会社の出

資者」・「農事組合法人の組合員」

→債務の責任は負いません。自己

の出資をあきらめることになりま

す。 
＊「合名会社の社員」・「合資会社の業

務執行社員」→法人の債務に無限

責任を負います。農業法人の形態

としてほとんど利用されていません。 

 
○ ２５．家族経営を法人化する場合の

留意点 
Ｑ：家族経営を法人化する場合、どんなこ

とに留意したらいいのですか？ 
Ａ：＊「土地などの不動産」→個人から法

人へ貸付ける場合が一般的（課税

が発生しない）です。 



＊ 「制度資金の引継ぎ」→融資対象物

件を債務とともに譲渡・法人側が資

金調達して個人に支払います。 
＊ 農業者年金では、受給者が法人の構

成員になると給付が停止されます。

従業員として雇用されることはか

まいません。 
＊ 農地等の贈与税・相続税納税猶予制

度の関係では、法人に農地を売った

り貸したりしたら、納税猶予は受け

られません。 
 
○ ２６．数戸で法人化する場合の留意

点 
Ｑ：数戸の仲間と法人化する場合、どんな

ことに留意したらいいですか？ 
Ａ：＊ 経営の目的や地域に応じた法人形

態の選択が必要です。 
＊ 個人よりも組織が優先されるので、

法人設立に当たって運営について

の合意が重要です。 
 
第４章 労務管理と福利厚生 
 
○２７．労務管理の意義と留意点 
Ｑ：農業法人における労務管理を推進する

際のポイントは何ですか？ 
Ａ：法令を遵守し、かつ、法人の目的と従

業員のモチベーション（やる気）を融

合させる施策が必要になってきます。 
＊ 労働基準法・最低賃金法 

 
○２８．農業と労働基準法 
Ｑ：農業法人にも労働基準法の適用がされ

るのでしょうか？ 
Ａ：農業法人にも労働基準法の適用はあり

ますが、「労働時間・休憩・休日」に関

する規程については、適用が除外され

ています 
○２９．労働条件 
Ｑ：農業法人が人を雇入れる場合、労働条

件に関しては、どのようなことに注意

したらよいでしょうか？ 
Ａ：労働条件の明示、賃金の支払方法、年

次有給休暇などについては、労働基準

法等の法令を遵守するようにしなけれ

ばなりません。 
 
○ ３０．労働保険の適用 
Ｑ：労働保険（労災保険と雇用保険）の適

用に関する手段や保険料はどうなって

いますか？ 
Ａ：労災保険は労働基準監督署、雇用保険

は公共職業安定所（ハローワーク）を

窓口に手続きをおこないます。保険料

は、支払われた賃金に一定の保険料率

を乗じて計算し、年度ごとに１回、申

告納付します。 
 
○ ３１．社会保険（健康保険・厚生年

金）の適用  
Ｑ：健康保険や厚生年金の適用に関する手

続きや保険料どうなっていますか？ 
Ａ：健康保険と厚生年金保険に関しては、

いずれも社会保険事務所を窓口に手続

きを行います。保険料については、標

準報酬月額（給与にかかる保険料）、標

準賞与額（賞与にかかる保険料）に一

定の保険料率を乗じて計算し、月ごと

に納付します。 
 
 



Ｑ＆Ａ農業法人化④ 
参考資料： 
文献名「Ｑ＆Ａ農業法人化マニュア

ル２００５」全国農業会議所発行  
詳しくは上記文献をご参照下さい。 
 

 
○ ３２．農業従事者の労働形態と社会

保険制度 
Ｑ：農業法人の役員やパートタイマーの社

会保険制度の適用については、どのよ

うに考えればよいでしょうか？ 
Ａ：＊ 役員に着いては、労働保険の特別

加入、社会保険（健康保険・厚生

年金保険）への加入が問題になり

ます。 
＊ パートタイマーについては、労災保

険の適用は当然ですが、雇用保険、

健康保険、厚生年金保険については、

加入基準があります。 
 
○３３．小規模企業共済 
Ｑ：農事組合法人の役員が小規模企業共済

に加入できるようになったと聞きまし

たが、どのような制度ですか？ 
Ａ：＊ 本制度は、小規模企業共済法に基

づき、小規模企業の個人事業主また

は会社等の役員が事業の廃止等に備

えて生活の安定や事業の再建を図る

ための資金を予め準備することを目

的とした共済制度で、いわば「経営

者の退職金制度」です。 
＊ これまでも、個人事業主である農業

者のほか、有限会社、株式会社等の

役員は、加入がみとめられていました。 

 
第五章 集落営農の法人化 
 
○３４．集落営農の組織化・法人化の

目的 
Ｑ：集落営農の組織化・法人化が推進され

ていますが、そのねらいは何ですか？ 
Ａ：集落営農の組織化・法人化のねらい  

→地域の農業を担う「効率的かつ安定的

な農業経営」として育成することです。 
 
○３５．法人化のメリット 
Ｑ：集落営農を法人化するメリット等は何

ですか？ 
Ａ：集落営農を法人化するメリット 
→労働生産性の向上やコスト低減 
→対外信用力の向上等による経営発展の

可能性の向上 
 
○３６．法人化の手順 
Ｑ：集落のリーダー等の意志統一と方針決

定 
→集落ぐるみの話し合いと合意形成 
→集落営農の組織化 
→法人設立の手続きの実行 

 
○３７．体制づくりと合意形成のポイ

ント 
Ｑ：集落営農の組織化・法人化に向けた体

制作りと合意形成のポイントは何です

か？ 
Ａ：集落のリーダー等の意識統一と方針策

定をまず行い、次に集落ぐるみの話し

合いと合意形成を図ることが必要です。 
① 集落リーダー等の意志統一と方針策定

のポイント 



１）話し合いの体制づくり 
２）検討会の実施 

② 集落ぐるみの話し合いと合意形成のポ

イント 
１）現状認識と組織化・法人化の意義

の理解促進 
２）経営方針の検討と作成 

 
○３８．法人の役員要件と集落営農の

法人化 
Ｑ：２種兼業農家中心の集落営農を法人化

する場合、農業生産法人の役員要件を

どのようにクリアすればいいのでしょ

うか？ 
Ａ：①役員の過半が農業の常時従事者｢原則

年間１５０日以上｣である構成員であ

ること（役員全体の過半）。 
②①のうち過半の者が農作業に従事

「 原 則年間 ６ ０日以 上 」する こ

と。・・・・ 
例外措置を適用もできます 

 
○３９．補助事業等で取得した財産 
Ｑ：補助事業等で取得した機械・施設等の

財産の引継ぎはどうなりますか？ 
Ａ：＊補助金で取得した財産は、承認を得

れば、法人に引き継ぐことができま

す。 
＊ どのような方法が有利か、補助金返

還や税制上の取扱いについて色々

なケースがありますので、詳しくは

本誌や県農業会議にご相談下さい。 
 
○４０．集落営農を法人化の留意点 
Ｑ：集落営農を法人化する場合、どんなこ

とに留意したらいいですか？ 

Ａ：法人化の具体的な検討の前に重要な事

項 
→集落そのものの目的の明確化を図るこ

とです。 
→今までの取組みの検討 
→今後の経営ビジョンの構築 

② 用地利用改善団体における話し合い 
 
○４１．法人化に当たっての検討事項 
Ｑ：法人化に当たって、どんなことについ

て検討すればいいのですか？ 
Ａ：個別課題の把握と課題解決に向けた対応 
→ 支援体制や専門家からサポートが受

けられる体制整備が重要 
① 代表者の選定 
② 業務分担のルールの検討 
③ 利益配分のルールの検討 
④ 出資のルールの検討 
⑤ 中心的な農業従事者の確保 
⑥ 農業生産法人の要件の検討 
⑦ 農地集積の手法の検討 
⑧ 農業機械・施設等の資産の整備と処分 
⑨ 大規模農業者層との調整 
⑩ 支援体制の確保 
 
第６章 その他農業法人関連事項 
○４２．土地利用型農業の法人化の意

義 
Ｑ：土地利用型の農業経営の法人化は、地

域においてどんな効果があるのですか？ 

Ａ：＊ 耕作放棄の防止、転作の推進、地

域農業の維持システムの構築、担

い手の育成などが期待できます。 
＊ 特定農業法人は、農地の利用・管理、

地域コミュニティの活性化につな

がります。 


